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４．研究の趣旨・概要 

2002 年の WSSD（持続可能な開発に関する世界首脳会議）で採択された実施計画では、

「持続可能でない生産消費形態の変更」が一つの柱とされた。一方、2003 年春に閣議決

定された「循環型社会形成推進基本計画」に資源生産性に関する数値目標を盛り込んだ

ことを契機として、「物質フロー分析・資源生産性」への取組みにおいて、日本が国際的

な主導権を発揮しようとする動きがみられる。こうした政策的展開を支援するためには、

持続可能な生産・消費という概念を具体化し、その実現に向けて社会・経済を誘導した

り、その達成度を監視したりするための評価手法・指標の開発が不可欠である。 

そこで本研究では、環境勘定とくに物質フロー分析（MFA）手法に関する先行研究の蓄

積を発展させて、こうした評価手法・指標を開発するとともに、主要産業への適用や発

展途上国を含む国際比較によりその有効性を確認することを目的とする。とくに、経済

のグローバル化に伴い、一国の生産・消費活動が他国での生産を通じて引き起こす環境

への負荷などの地域間での連関、波及を通じた間接的な問題を重視し、「見かけ」だけで

はなく「隠れた」問題を含む、より的確な持続可能な生産・消費の評価手法の開発を目

指す。ミクロからマクロまで、すなわち企業、産業、地域、国といった多様なスケール

に対して、物質フロー分析という共通の手法を適用することによって、技術革新、消費

パターンの変化、貿易構造の変化など、今後予想される経済・社会の変化と環境問題と

のかかわりを俯瞰的に分析する手法の確立を目指す。 

この研究の成果として、資源生産性や環境効率の指標など、持続可能な生産・消費に

係る評価手法が提案されることにより、政策の達成度評価、各国共通の目標の設定など

への利用が期待される。また、この分野でわが国が国際的リーダーシップを発揮するこ

とで、「環境立国」の機運がさらに高まり、国内の循環型社会形成、省エネ・省資源、温

暖化防止などの幅広い分野の施策の支援にもつながることが期待される。 

 

５．研究項目及び実施体制 

① マルチスケール物質フローモデルの構築と政策評価への適用に関する研究 

（(独)国立環境研究所、大阪大学、和歌山大学） 

② 地域、産業間物質フローによる環境影響の評価手法に関する研究 

（(独)産業技術総合研究所） 

③ 物質フローの国際連関と国際比較分析に関する研究 

（(独)国立環境研究所、名古屋大学、広島大学、同志社大学） 

④ 隠れた物質フローの算定に関する研究 

（(独)物質・材料研究機構、東京大学） 
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地球推進費での先行研究：

環境勘定を含む国民経済計算

物量投入産出表の設計・試作

企業レベルの環境効率指標開発

WSSDヨハネスブルグ実施計画：非持続的
な生産・消費パターンの変更が必要 G8環境大臣会合・エヴィアンサミット

背景
循環基本計画に資源生産性の数値目標 物質フロー分析・資源生産性の国際

共同研究を日本政府が提案

持続可能な開発のための科学技術G8行動計画における記述：
「我々は、特に経済協力開発機構において、物資フローについての我々
の理解を高め、資源生産性指標についての作業を継続する。」

持続可能な生産・消費の達成度の評価手法・指標が必要

関連する国際的研究：

UNEP「持続可能な消費」研究
ISIE、ConAccountなどのMFA研究

主要産業の技術データ収集
LCA研究の成果活用

(1)マルチスケール物質フローモデルの設計・構築と
政策評価への適用

産業連関表を元にした物量投入産出表（PIOT)と積み上げデータや貿易
データを組み合わせ（ハイブリッド）、さらに需要・技術変化との連関を記述
するサブモジュール等を含んだ政策効果分析のためのモデルへと拡張

(2)地域・産業間物質フロー
の環境影響分析

環境勘定の国際標準：SEEA2003

SEEA1993よりも物量データ重視

(4)隠れた物質フローの算定
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